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要旨 :  わが国の科学技術の 発展過程を解明するために、 その重要な切り 口として、 国家 

的なプロジェクトであ る大規模な科学技術シス チム の研究開発をとりあ げ、 航空宇宙開発 

を事例として、 わが国では比較的に 不得意とされてきた 大規模システムの 研究開発マネー 

ジメントについて 知識創造インテバレーションと 意味 づ げて導入、 習熟、 発展を探る。 

1 , はじめに 

日本のマネージメントはその 中にユニークな 組織的知識創造を 産みだした。 我が国の科 

学 技術は組織的知識創造をインキュベータとして 著しい発展を 遂げた。 国家的なプロジェ 

クトであ る大規模システムの 研究開発においては、 欧米琉 の プロジェクト 管理を縦糸にし 

組織的知識創造を 横糸として組織間に 知識創造ネットワークを 編みだし、 これにより人材、 

資金、 時間の制約を 克服して効率的に 先端技術を創出した。 本論文はこの 形成プロセスを 

検証する目的をもつ。 

科学技術の発展過程を 解明する社会科学的なアプローチとして、 経営学の分野を 中心に 

生命科学の著しい 発展を背景として 生命体と組織とのアナロジーから 組織を生命体として 

とらえる バ ラダイム ( 野中 1985) がおこうた [ 文献 1 3 。 粗織の役割が 価値の創造にあ る 

と位置づけると、 組織の生命力とは 価値の創造力であ る。 価値とは知的ストックであ る 知 

識 もしくは知識のプロ 一であ る情報を指す。 この観点から 粗織の生存、 成長、 繁殖、 進化 

の各プロセスが 個人、 集団、 組織の相互作用として 体系づけられきた [ 解説書、 3 ] 。 そ 

の 結果、 世界中がその 実際のメカニズムを 抽出しようと 探ってきた、 シュ ム ペータ一の言 

う、 「組織的な技術革新」、 とりわけ、 わが国の製造技術の 発展過程が、 「情報創造」 

( 野中 1985) による組織の 進化プロセス、 および「知識創造」 ( 野中 1990) による組織の 

イノベーション ( 新結合、 技術革新 ) プロセスというダイナミックスにより 解明されてき 

た C 2 コ。 組織的知識創造は イ / ベーシ " ンの 源泉を「暗黙 知 」としてとらえる。 この手 

法を用いて、 研究開発のメカニズムに つ いて「組織的知識創造」 として解明が 試みられた 

[ 粗織知の創造ワークシ 9 ップ、 4] 0 

大規模なシステムの 開発のマネージメントとしてプロジェクト 管理の思、 想が戦双、 戦後 

の 航空機開発を 中心とする技術導入を 契機に欧米から 我が国にもたらされた。 環境の異な 

る日本にそのまま 当てはめることは 難しいことがわかってくると、 それが機能して 行くよ 

う に組織的な工夫が 施されて、 拮果 として、 その手法本来の 意図を超えてわが 国の土壌で 

突然変異しわが 国で役立っように 作り替えられてきた。 たとえば、 品質管理の技法がわが 

国 では Q C サークル、 Z D 運動、 T Q C などにより 「各々の仕事を 通じて品質を 創り込む」 

という全社的 迎動 に変換された。 

宇宙開発の技術導入においては、 アポロ計画のプロジェクト 工学およびシステム 工学が 

移入された C 5 コ。 導入企業は、 これらの技法に 振り回されることなく 自社の伝統技法を 

一 27 一 



補完する形で 取り入れ、 その後の自主技術育成に 活用することとなった。 すな む ち、 プロ 

、 ジヱ クト工学がいわば イ ンタフェース 整合の手段であ ったものをイノベーションの 手段に 

高めて、 プロジェクトⅠマネージャ 一のもとに、 目的、 機能のことなる 社内、 社外の組織 と 水平的に結合した 横断的組織を 編成、 も し く ｜ ま れに参加し、 知識創造の イ ンテクノ 

一シロン の場を作りだし、 日本に今までなかった 数々の極限技術を 生みだしてきた。 

知識創造 イ ン テ グレーシ， ン とは、 大規模システムの 研究開発において 設定した目標を 

所定の期間と 予算の範囲内で 達成を図るために、 研究所、 大学、 法人、 民間企業を横断的 
に拮 合したネットワーク 機構を編成し、 それらの組織に 所属する数十名から 数百名の研究 

者、 技術者を有機的に 統合することにより、 未踏領域への 知識創造、 すなむち「極限技術 
の 創造」を効果的に 誘発する開発マネージメントであ る。 これらの大規模システムの 開発 

がめざす知識創造は、 一言で表現すると、 極限技術の創発であ り、 将来の技術革新のシー 

ズとして計り 知れない潜在能力を 産業界にもたらすものと 大いに期待される。 

2. 大規模科学技術システム 

大規模科学技術システムとは 大規模な施設・ 設備、 広範な研究者、 技術者の取り 組み等 

が 必要であ るため、 国家的な支援によること、 さらには国際的な 協力によることが 不可欠 

な 研究開発プロジ ， クトであ り、 原子力、 航空宇宙、 海洋のようなメガテクノロジー、 核 

% 台、 超伝導、 遁 伐子のようなメガ サ イェン ス がこれに当たる [11] 。 

大規模システムはその 根幹が未踏領域をなしており、 その開発要素としては 既存の科学 

技術の適用範囲をさらに 未踏の環境に 広げる極限技術の 構築が不可欠となっている。 極限 

技術とは、 民生見がそのままでは 役に立たない 極低温、 超高温、 高真空、 ランダム振動、 
応力腐食のような 高負荷の環境に 用いることのできる 材料、 部品、 システムを追求するも 

のであ る。 大規模システムの 開発には研究者及び 技術者を統合し、 利用可能な科学技術 資 

源を駆使してあ たる技術統合力を 必要とする。 

大規模科学技術システムの 研究開発は本質的に「開発リスクの 経験則」といわれるジ ン 

シ マを包含している。 この研究開発の 全体計画は一般に 三つのファクタ 一で規定すること 

ができる。 すな む ち、 要件 A, 「革新的な開発目標」   要件 B. 「所与の期間」、 及び 要 

件 C. 「資金の枠」であ る。 要件 A の革新的な目標は 既存の技術のみでは 開発が達成でき 

ない性格のものであ り、 要件 B の所与の期間は 技術開発に付きもののトラブルが 長引くと 目標ないし資金を 緩めない限り 達成されないものであ り、 要件 C の資金の枠は 技術開発 @ 

ラ フル が長引くと目標ないし 期間を緩めないかぎり 守れないものであ る。 そのジレンマ と 

は 、 「姉つの要件の 内たとえ二つが 満足できても、 さらに残りの 一つ る 満足することは 至 

難の技であ る」というものであ る。 言い換えると、 「姉つの要件を 同時に満足することは 

至難であ るが、 ひとっを大幅に 緩めることにより、 他の二つを満足し 得る」。 この有名な 

事例として米国のアポロ 計画があ る。 上記の三つの 要件を同時に 満足することを 極力はか 
りつっ大規模システムの 開発を進めるには、 用い得る科学技術資源を 駆使すると共に 、 研 

究 者、 技術者の知識創造を 誘発し統合する 研究開発マネージメントが 不可欠となる。 

8. 畑田創造のメカニズム 

本節では大規模システム 開発における「知識創造のメカニズム」について 個人レベル、 

集団レベル、 組織レベル、 組織間レベルとスパイラルに 積み上げて四つの 視点から整理し、 

エクスパティーズ ( 知識資源 ) として考察する。 
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「知識創造」 とは、 暗黙 知と 形式 知 との情報交換を 促進して創造的な 知識を生み出すプ 

ロセスであ り、 イノベーションの 本質は知識創造のプロセスとして 実証的にとらえること 

ができる L 2 ] 。 大規模システムの 研究開発においては、 個人、 集団、 組織、 組織間によ 

る 知識創造により 先端技術の創発が 行われる。 

ポ ラニー [6 J によれ ば 、 人間は意識しなくとも 絶えず五感のすべてを 通じて様々な 情 

報 ( 例 、 顔の特徴、 外観の認知 ) を自動的に吸収しており 暗黙 知 ( 非言語理知識、 tacit 

knowledge) として 脳 ( 右脳 と考えられる ) に蓄積している。 暗黙 知 はそのままでは 五感 

を 介して読み出すことができる ( 例えば、 顔 、 声 、 仕草で群出の 中から知人を 識別する ) 

のみであ り、 知っていながら 互いに語ることのできない 非言語的、 包括的、 主観的な知識 

であ る。 他方で、 意識的にいっでも 言語化し情報として 引き出すことのできる 客観的な知 

我が形式 知 ( 言語型知識、 expIic れ knoMedge) として 脳 ( 左脳と考えられる ) に蓄積さ 

れている。 このように知識は 暗黙 知と 形式 知 に分類できる。 

右脳 ( 暗黙 知 ) は直感、 空間的な知覚、 包括的な理解、 道をたどる能力、 イメージの形 

成、 視覚的思考、 並列的思考をもたらす。 左脳 ( 形式 知 ) は言語 ( ただし左利きの 三分の 

一は 言語中枢が 右脳 にあ る ) 、 誇埋るっ かさどり順序、 時間を認識し 言語的思考、 直列的 

思考を行い、 総じて分析的、 演 俺 的に情報を処理する 特徴があ り新しいことを 生みたすこ 

とはない。 無から有は生じないことから 人間の創造の 源泉は右 脳 ( 暗黙 知 ) にあ ることが 

実証的にとらえられている C 73 。 創造性の開発においては 潜在京議の働きが 不可欠であ 

ることが実証されている C 8 、 9 、 103 が、 右 脳は創造の母胎として 潜在意識の働きを っ 

かさどり、 創造の胎児として 夢、 直感をもたらし、 暗黙知の形で 蓄積される。 右脳 と左脳 

が脳梁によって 結ばれて情報の 交換を行うことから、 暗黙 知と 形式 知 との間では情報の 交 

換 が行われていることになる。 すな む ち、 暗黙知の情報がメタファー、 アナロジ一などの 

言語表現で形式 知に 「表出化」 (  externaIization)  される。 形式知の情報がイメージの 

形で暗黙 知に 「内面化」 ( interna Ⅱ za Ⅱ on) される。 暗黙知の中に 創造的なイメージの 

醸成を促進するためには、 創造性に不可欠といわれる 右脳 ( 暗黙 知 ) の働きを左脳 ( 形式 

知 ) の束縛から解放し 右脳 理人間として 如何に活性化するかが 大きな課題となる。 

( 1 ) 個人レベルの 知識創造とは :  佃人的知識創造は、 個人の暗黙 知と 形式 知 との情報 交換を促進して 創造的な知識を 生み出すプロセスであ り、 暗黙知の中に 創造的な イ ム ジ 

を 醸成し、 形式 知 として表出化し、 さらに形式知を 暗黙 知 に内面化し、 再び暗黙知の 中に 

創造的なイメージを 醸成するという 正のサイクルを 行 う 。 

( 2) 集団レベルの 知識創造とは :  集団は個人を 構成員としており、 対話を通じて 個人、 

個人の暗黙 如か 異分野に遭遇しつつ 次第に交換されて 暗黙 如か 集団で「共同化」 (soci 引 

ization ) され「集団暗黙 知 」が創造される。 また、 個人、 個人の形式 知も 「結合化」 

(co 口 bination  )  され「集団形式 知 」が創造される。 

( 3 ) 組織レベルの 知識創造とは :  組織は集団を 構成員としており、 対話を通じて 冬菜 

団の集団暗黙 如か 異なる集団カルチャ 一に遭遇しつつ 次第に交換されて 集団暗黙 知が 組織 

で 「共同化」され「組織暗黙 知 」が創造される。 また、 各集団の集団形式 和 も「結合化」 

され「組織形式 知 」が創造される。 

( 4 )  組織的レベルの 知識創造とは :  複数の組織にまたがるマルチ 組織 ( 組織間 ) は 

組織を構成員としており、 対話を通じて 各組織の組織暗黙 如か 異なる組織力ルチャ 一に道 
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網成し、 別々の組織からの 研究者、 技術者を有機的に 統合することにより、 未踏領域への 

知識創造、 すなむち「極限技術の 創造」を効果的に 誘発する開発マネージメントであ る。 

インテバレーションの 仕組みにはインテクノ 一夕方式とプライム 方式があ る せ 

( 4) 知識創造のエンジニアリンバ :  プロジ ， クト工学とシステム 工学を研究開発分野 

に 特定し研究開発のための 知識創造工学として 融合する技法であ り、 メタファー、 アナロ 

" ジ - 、 モデル、 カオス、 引き込み、 シナジーを用いて 知識創造を誘発する。 

5. 知牡 創造の生産性 ( 日本と欧米の 比較 ) 

( 1 ) ミドル・アップダウン・マネージメントの 効用 :  日本の経営は、 欧米と異なり、 

そこでは完全なトップダウンも 行われていないし、 完全なボトムアップも 行われていないり 

トップ と ボトムの間に 組織系統を離れた 情報バイバスがいくつもあ り企業は柔軟に 使いわ 

けてきた。 ミドル・アップダウン ，マネージメント ( 野中 1 9 9 0 ) においては、 ミドル 

は 、 トップダウンによる 戦略と ポ トムアップによる 戦術とを、 トップとの対話、 ボトム と 

0 対話を通じて、 有機的に調整、 整合させる役割を 果たすのみならず、 それらの戦略およ 

び 戦術の実施についても 責任を担 う 。 

(2)  マトリックス 組織の限界 :  欧米のマトリックス 組織の知識創造が 分野別に分か 

れて行われ、 複合分野にまたがる 知識創造が脆弱となる 欠点を持つ。 日本の租 機 において 

は 、 自己の領域に 関係あ ることは何でもこなせるのが 専門家の ゥデ との価値 桶 があ り単一 

領域の専門家から 周辺領域の経験を 積み重ね複合領域の 専門家に成長する 伝統があ る。 

( 3 ) 人材活用とモービリテ       日本の研究開発組織は、 手持ちの研究者、 技術者を内 

部 でやりくりし 仕事を進めて 行く。 欲しい人材が 外部から 得 やすい欧米の 雇用環境に比べ、 

即戦力やエクスパティーズ 流動性に劣るが、 出向契約制度が 雇用慣行を壊すことなく 組織 

間で特定の人材を 特定のタスクのために 供給することを 可能にし弱点を 補っている。 

( 4) 企業風土の超越 / 融合 :  日本のネット ワ ） ク には構成員に 組織 艮土 ・文化の交流 

があ るが、 欧米の研究者・ 技術者は、 流動が激しいため 組織への帰属 意 隷は弱くなり、 ネ 

ソ トワークにおいてもお 互いを組織文化の 交流の媒体としては 捉えてはいない。 むしろ、 

欧米の研究組合 忙 みられるように 個人工クスパティー ズ の交流の場となっている。 

( 5 ) リーダーシップの 存在 :  知識創造のネットワークは ビジ，ンを 与える精神的リー 

ダ一の存在が 成功の重要な 因子となっている。 リーダーは 、 正しい判断がしばし ば 多数決 

では得られない ( 多数決のパラドックス ) ことに留意し 少数意見にも 十分に耳を傾げてい 

づれかの道を 選択する。 日本のリーダーは、 組織の内部で 連綿と養成されており 内部を熟 

如 しているが、 このためにむしろ 束縛され易く、 戦術には長けているが 戦略には弱い 傾向 

をもつ。 欧米のリーダーは、 組織の内部で 養成されるよりも、 あ る分野でリーダーシップ 

を 発揮した人材が 外部からスカウトされてなることが 多く、 内部を十分に 把握してないが 

逆に束縛されにくい 立場にあ り、 戦術には弱いが 戦略には長けている 傾向を持っ。 

( 6) 知識創造の担い 手     米国は理工学離れで 不足する頭脳の 供給源を海外に 依存し抜 

きんでた技術革新力の 源泉としてきた。 一方では、 産業の空洞化が 進行する中で 自らが使 

わない米国の 技術蓄積 忙 ついて外国企業のただ 乗り論が流布し、 8 0 年代に入ると 知的所 

有権 の解釈の範囲を 拡大し保護を 強化するプロパテント 政策がレーガン 政権 下で打ち出さ 

れ、 外国企業に対する 特許侵害訴訟が 相次いだ。 他方では、 8 Q 年 1 1 月にべルリンの 壁 

が 崩壊すると共に 大幅に東西の 軍縮が実現され、 今まで軍産複合体が 独占してきた 米国の 
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遇 しっ っ 次第に交換されて 組織暗黙 如か マルチ組織で「共同化」され「組織間暗黙 知 」が 

創造される。 また、 各組織の組織形式 知も 「結合化」され「組織間形式 知 」が創造される   ( 5 ) エクスパティー ズ の創造 ク パティーズ ( 研究開発の産み 出す知識資源 ) は 個 

人 、 集団、 組織、 マルチ組織がそれぞれのレベルで 蓄積している 専門知識のストックを 総 

称するものであ り、 個人知 ( 暗黙 知 、 形式 知 ) 、 集団 知 ( 集団暗黙 知 、 集団形式 知 ) 、 組 

織知 ( 組織暗黙 知 、 組織形式 知 ) 、 マルチ組織 知 ( 組織間暗黙 知 、 組織間形式 知 ) からな 

る。 日本ではエクスパティー ズ が集団、 組織で作り上げる 共有財産であ り、 ここではひと 

りが欠けてもバックアップできるような 自己保存機能があ り構成員が相互に 重なり分有し 

ており、 個人レベルの 移転はただちに 役立つようなエクスパティー ズ の移転を他にもたら 

しにくい。 欧米では ェ クスパティー ズ が個人財産であ り、 人材の移転は ェ クスパティー ズ 

の 移転を意味する。 

4. 知音創造のマネージメント 

日本のマネージメントはその 中に ユユークな 組織的知識創造を 産みだした。 我が国の科 

学技術は組織的知識創造をインキュベータとして 著しい発展を 遂げた。 国家的プロジ ヱク 

ト であ る「大規模科学技術システム」 ( 第 2 節 ) の研究開発においては、 欧米 琉の プロジ 

ヱ クト管理を縦糸とし 組織的知識創造を 横糸として組織間に 知識創造ネットワークを 編み 

だし、 これにより人材、 資金、 時間の制約を 克服して効率的に 先端技術を創出した。 「 知 

識 創造のメカニズム」 ( 第 8 節 ) は組織間における 暗黙 知と 形式知の情報交換を 促進し創 

造的なエクスパティー ズ を産み出すものであ る。 知識創造のネットワークは 大規模システ 

ム の研究開発に 参加する企業、 研究所、 大学、 法人のような 独立組織を横断的に 結合した 

機構であ り、 それらの組織からの 研究者、 技術者を構成員とする 時限的な有機体であ る   

「知識創造のマネージメント」は、 大規模システムの 研究開発のために 設定した「知識別 

進め プロバラム」、 すな む ちプロジェクト 計画を所定の 期間と予算の 範囲内で達成を 図る 

ために、 「知識創造のネットワーク」を 編成し、 別々の組織からめ 研究者、 技術者を有機 

的に統合する「知識創造の イ ン テ グレーシ " ン 」を達成し、 未踏領域への 知識創造、 先端 

技術の創造、 を効率的に誘発する。 「知識創造の 生産性」 ( 第 5 節 ) は欧米と比較して ュ 

二 一ク な 文化的普遍性があ ることから、 我が国の知識創造マネージメントは、 他 分野への 

波及効果が豊かであ り、 2 1 世紀への普遍言語としてグローバリゼーシ ， ンを 支えて行く 

ものと期待される。 ( 1 ) 知識創造の プ ダ ム :  大規模システムの 研究開発についてプロジェクト 遂行上 

の 指針 ( 目的、 範囲、 仕様、 遂行方針、 実施内容、 実施事項、 実施体制、 スケジュール、 

資金計画など ) を イ ン テ グレータ ( 統括者 ) が設定し維持するものであ り、 この研究開発 

に参画する人、 集団、 組織が広く共有すべき 知識 ( 暗黙 知 ) を形式化するものであ る。 

( 2 ) 知識創造のネットワーク :  大規模システムの 研究開発に参画する 民間企業、 研究 

所 、 大学、 法人のような 独立組織を横断的に 結合したネットワーク 機構であ り、 それらの 

組織から参加する 研究者、 技術者を構成員とし、 数十から数百名の 規模のチームとして 構 

成員を有機的に 統合する時限的な 組織であ り、 自己組織性、 運命共同体性、 自立性を内包 

する。 構成員の居場所により、 分散方式と集中方式があ る。 

( 3) 知識創造のインテバレーション :  大規模システムの 研究開発のため 設定した研究 

開発目標を所定の 期間と予算の 範囲内で達成を 図るために、 「知識創造ネット 7 ） ク 」 を 
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擾秀 な頭脳が民生部門に 大量に放出された。 かってのシリコン・ バレ一 と同様に、 この放 

出頭脳が新たな 技術革新を創発するものと 期待されている。 日本では 8 0 年代になると 理 

工学離れ、 製造業離れが 進行し、 米国のように 不足する頭脳の 供給を海外に 求める雇用 環 

境 にない我が国においては、 若齢人口の減少の 中でさらに悪化すると、 研究者・技術者が 

近い将来に優性的に 不足する事態が 懸念される。 

6. 抽 分野への波及効果 

( 1 )  グローバリゼーシ ， ン への普遍言語     日本の経営は 粗織的 知誠 創造を桶 み 出し 

た 。 グローバリ セィ シビアを迎えて、 日本の経営のこれからの 課題はいかに 粗織 的 知識別 

造を国際社会に 貢献できる普遍的な 原理に高めて 行くかにあ る ( 野中 1 9 9 0) 。 知識 別 

造 マネージメントは、 2 1 世紀の普遍言語としてグローバリゼーシ ， ン 、 地球規模の国際 

協力、 を支えて行くものと 期待される。 

(2) 粗織聞知識創造のフレームワーク :  国家的なプロジエクトであ る大規模システム 

の 研究開発においては、 欧米 流の プロジェクト 管理を縦糸にし 日本流の組織的知識創造を 

横糸にして組織間の 知識創造を輻 み 出して、 これにより人材、 資金、 時間の制約を 克服し 

て 数々の先端技術を 大規模システムの 要素技術として 効率的に創出した。 組織と粗糠を 水 

平に拮合し 々 / ベーシ， ンを 創発する、 組織間知識創造のフレームワークが、 官民を問わ 

ず、 次世代のプロジェクト 推進に不可欠の 役割を担うものと 考えられる。 

(3) 先端技術の基盤構築 :  国家プロジェクトとして 大規模システムの 研究開発は、 産 

学官の様々な 組織がネットワークを 構成しタスクを 分担して研究開発に 参加することで、 

その要素技術の 開発過程において 日本に今までになかった 極限技術を数々と 産みだした。 
同時に、 大規模システムの 研究開発の成果は 企業レベルでも 活発となった 先端技術の研究 
開発に対してその 基盤の構築に 大きく寄与してきた。 
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